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別記様式１

（用紙Ａ４）

令和元年８月○○日

（分任）支出負担行為担当官

○○森林管理署長 殿

住 所 熊本市西区京町本丁２００－７０

代表者 株式会社 九州一林業

代表取締役

森 某太郎 印

技術提案書の提出について

令和元年８月○○日付けで公告のありました○○国有林森林整備(保育間伐(活用型)）

請負事業の受注を希望したいので、下記の技術提案書を提出いたします。

なお、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条の規定に該当する

者でないこと及び技術提案書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１ 企業の事業実績（別記様式２）

２ 技術者等の経験・資格（別記様式３の１、２）

３ 企業の信頼性・企業の地域貢献（別記様式４の１、２）

４ 事業期間の設定（別記様式５）

５ 工程管理（別記様式６）

６ 自然環境等への配慮（課題への対応）（別記様式７）

７ 労働災害防止の取組（別記様式８）

８ 一貫作業における効率化の工夫の取組【一貫作業の場合】（別記様式９）

９ 問い合わせ先

担当者名 ： 段取 良子

部 署 ： (株)九州一林業 事業部契約課

電話番号 ： (代)000－000－0000 (内線)0000
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（競争参加資格申請）別紙様式２ （技術提案書）別記様式２
（用紙Ａ４）

同種（企業）の事業実績
（事業名：○○国有林森林整備(保育間伐(活用型))請負事業）

会社名： (株)九州一林業

事 業 名 ○○国有林森林整備(保育間伐(活用型))請負

発 注 機 関 名 ○○森林管理署

① 場 所 ○○県○○市○○町○○国有林８００い林小班外

同 契 約 金 額 ２１，０６０，０００円

種 事 業 期 間 自 平成28年５月21日 ～ 至 平成29年１月28日

事 受 注 形 態 等 ・□単体／・☑ＪＶ ＪＶ 名称：くま九緑共同事業体
構成企業名：(株)くま産業

業 (株)九州一林業
(有)緑山造林

の ※該当項目にレ印を付ける（JVの場合は、名称、構成企業名を記載する。）。

実 作 業 種 ㎥保育間伐 44.80ha Ｃ材集造材 260
(規 模 等)

績 ㎥ ㎥集造材 820 Ｃ材山元巻立 260

㎥ ㎥山元巻立 10 封印発送 810

※作業内容、事業量等を記載する。

※１ 同種事業は入札公告を熟読のうえ、平成１５年４月１日以降（過去１５年間）に完成、引
き渡し完了した同種事業の実績の中から代表的なもの１件について記載すること。
※２ 実績として記載した事業に係る契約書等の写し（事業名、事業期間、発注機関、社印を有
する部分及び設計図書等で事業内容が確認出来る資料。下請を実績として記載した場合は、元請
事業体と交わした契約書又は発注者が発出した下請承諾書等の写し）を添付すること。

② 事業成績評定
（過去２カ年度）

（別紙様式３のとおり）

③ 表彰実績 ［表彰名：国有林間伐推進ｺﾝｸｰﾙ 事業名：車両系搬出部門］
［表彰名・事業名］ （表彰者：九州森林管理局長 年月日：平成30年3月6日 ）
（表彰者・年月日） ※1 過去10年間（年度単位）の表彰実績を一つ記載する。

※2 表彰状の写しを添付する。

④ 地理的条件 事業実行地と同一県又は隣接県での本店、支店又は営業所の所
在地の有無（該当項目にレ印を付ける）

・☑有 本店、支店又は営業所等所在地： 熊 本 県

・□無

⑤ 低入札の有無 過去１年以内（年度単位）に低入札の調査対象となったことが
あるか。（該当項目のどれか一つにレ印を付ける）

・□調査対象となった事業の事業成績評定点がすべて85点以上で
ある。（※該当の場合は、低入札となった事業の事業成績評
定通知書の写しを添付する）

・□調査対象となり、かつ、いずれかの事業成績評定点が85点未
満である。（※該当の場合は、低入札となった事業の事業成績評
定通知書の写しを添付する。）

・☑該当無し（調査対象となったことがない。）

備 考 その他特記事項：

（注）１．③表彰実績④地理的条件⑤低入札の有無については、総合評価落札方式に限り記載すること。

２．記載内容が多くなる場合は、様式が複数枚に及んでも差し支えない。

［○／○］
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    別紙様式３ （記載例）
  

  

  

  事　業　名 発注機関 完了検査年月日

○○国有林森林整
備（保育間伐【活用
型】）

○○
森林管理署

平成２８年
　　　５月２０日 75 点

○○国有林森林整
備（保育間伐【活用
型】）

○○
森林管理署

平成２９年
　　　５月９日 88 点

○○国有林森林整
備（誘導伐・密着造
林）

○○
森林管理署

平成２９年
　　　９月５日 77 点

点

点

点

点

点

点

点

240 点 3 件

平均評定点 (a÷b) 80.0 点

※１　森林管理署長等から受注した事業で入札公告日の属する年度の前年度及び前々年度の２年間
　　に完了した同種事業のうち事業成績評定が行われた全ての事業について記載し、平均評定点を算
　　出すること。                             
※２　記載した全ての事業について、事業成績評定通知書の写しを添付すること。なお、共同事業体
   での実績の場合は、契約書の写しも添付する。
※３ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加する。これにより本様式が複数枚に及んでも差し支えない。

合　　　計
評定点計(a) 契約件数(b)

過去２年度の事業成績評定点一覧表

会社名：（株）九州一林業

事業成績評定点 備　　考
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別記様式３の１
（用紙Ａ４）

技術者等の経験・資格
（事業名：○○国有林森林整備(保育間伐(活用型))請負事業）

会社名：九州一林業

①配置予定
現場代理人氏名 大木 幹太
生 年 月 日 昭和４０年１月１日
最 終 学 歴 一流大学 経済学部 昭和６３年度卒業

法令による資格・免許 技術士（補）、林業技士（習得年月日、部門及び選択科目）

② 事 業 名 ○○国有林森林整備(保育間伐(活用型))請負事業
配 発 注 機 関 名 ○○森林管理署
置 場 所 ○○県○○市○○町○○国有林８００い林小班外
予 契 約 金 額 ２１，０６０，０００円
定 事 業 期 間 自 平成28年５月21日 ～ 至 平成29年１月28日

現 受 注 形 態 等 ・□単体／ ＪＶ 名 称：くま九緑共同事業体
場 構成企業名：(株)くま産業，(株)九州一林業
代 (有)緑山造林
理 ※該当項目にレ印を付ける。（JVの場合は、名称、構成企業名を記入する。）

人 従 事 役 職 ・ 現場代理人／・□一般作業手（３カ年の事業経験必須）
の ※該当項目にレ印を付ける。

事 ㎥保育間伐 44.80ha Ｃ材集造材 260
業 内 作業種 ㎥ ㎥集造材 820 Ｃ材山元巻立 260
経 容 ㎥ ㎥山元巻立 10 封印発送 810
験
の 配置予定現場代理人の事業経験を示す資料は、別記様式２の同
概 種事業の実績に添付した契約書及び事業成績評定通知書のとおりで
要 ある。

※作業内容、事業量等を記載する。

※1 現場代理人が当該事業に従事したことが確認できる書類（森林管理署等及び、契森林管理署
等以外の国の機関又は地方自治体と締結した契約書の写し及び、発注者に提出している現場
代理人の届出書等の写し）を添付する。

※2 現場代理人の経験がない者を予定する場合は、同種事業に３カ年従事した経験を有すること
が確認できる書類（森林管理署等及び森林管理署等以外の国の機関又は地方自治体と締結し
た契約書の写し及び、当該事業に従事した作業員名簿等の写し等を添付する。）

③ 申 請 事 業 名 平成３０年度県有林間伐事業
時 に お 発注機関名 ○○県 ○○地域振興局 林務課
け る 他 事 業 期 間 自 平成31年１月23日 ～ 至 令和元年６月20日
事 業 の 従 事 役 職 現場代理人
従 事 状 本事業と重複する場合の 重複事業の履行期限が６月30日であるが、５月末には事業完了
況等 対応措置 予定であり、別記様式６の事業計画のとおり６月上旬から現場代理人

として従事可能である。
（注）配置予定現場代理人が複数の場合は、現場代理人ごとに本様式を作成する。

［○／○］
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別記様式３の２
（用紙Ａ４）

（技術者等の経験・資格）

会社名：(株)九州一林業
④有資格者の状況

氏 名 資 格 の 種 類
技 術 士（※１） 技術士補（※１） 林業技士（※２）

森 某太郎 ○(林業経営）

※1 技術士、技術士補は、森林部門及び環境部門が対象。
※2 林業技士は、林業機械部門、林業経営部門、森林環境部門、作業道作設部門が対象であり、これ
以外は対象外。

※3 該当する資格を有する者（代表者など事業実行に当たり指導的立場に有る者を含む。）について、
氏名及び該当する資格欄に○印を付ける。（記載した有資格者は社員であることが確認できること。）

※4 該当する資格者の資格を証明できる書類（免許証等の写し）を添付する。

⑤研修等の受講状況
研 修 の 種 類

低コスト作業シス 森林作業道指導 森林作業道作設 低コスト作業シス

氏 名 テム研修又は低コ 者研修（上級・ オペレーター研 テム等の研修（※

スト作業路技術者 中級）又は高度 修（初級）又は ３）

養成研修（※１） 架線技能者育成 高度架線技能者

研修（集材機）（※ 育成研修（タワ

２） ーヤーダ）（※２）

大木 幹太 ○
山川 谷夫 ○

※1 低コスト作業システム研修又は低コスト作業路技術者研修は、林野庁森林技術総合研修所実施の
研修が対象。

※2 森林作業道指導者研修（上級・中級）、森林作業道オペレーター研修（初級）、高度架線技能者育
成研修（集材機・タワーヤーダ）は、「先進林業機械導入・オペレーター養成促進緊急対策事業及
び森林作業システム高度技能者育成事業（林野庁補助事業）」に基づき、（一社）フォレスト・サー
ベイが実施する研修が対象。

※3 低コスト作業システム等の研修は、地方自治体及び、大学実施の研修が対象。
※4 該当する研修受講者について、氏名及び該当する研修欄に○印を付け、研修の受講を証明できる

（終了証書等の写し）を添付する。

（※上記以外で都道府県、林業関係団体等が実施する研修は対象外。）

⑥配置予定現場代理人等の継続教育（ＣＰＤ）の有無
造林・素材生産に係る専門分野を 造林・素材生産に係る専門分野を

氏 名 含む専門分野(林業領域)の取得ポ 含む専門分野以外の専門分野の取
イント 得ポイント

大木 幹太 累計 ２２．０ ポイント 累計 １．０ ポイント

※1 配置予定現場代理人が入札日の前年度末までの３年間に(公社)森林・自然環境技術教育研究ｾﾝﾀｰ
（平成31年3月31日までの発行機関は(一社)森林・自然環境技術者教育会(JAFEE)）が実施する継続
教育（ＣＰＤ）を受講し、ＣＰＤポイントを取得している場合、３年間の累計ポイント数を記載す
る。

※2 分野の区分は、森林・自然環境技術者教育会(JAFEE)の専門技術課題の項目中、「林業領域」を造
林・素材生産に係る技術を含む専門分野とし、これ以外の項目を造林・素材生産に係る技術を含む
専門分野以外の専門分野とする。

※3 配置予定技術者に限らず、企業の代表者または事業に従事する職員の中にＣＰＤポイント取得者
がいる場合も対象とすることができる。（社員であることが確認できること。）

※4 森林・自然環境技術者教育会(JAFEE)が発行する証明書を添付する。

［○／○］
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別記様式４の１

（用紙Ａ４）

企業の信頼性
会社名：(株)九州一林業

① 作業員の雇用形態・地元雇用・月給制 ※１
雇用形態 地元雇用 月給制

№ 作業員氏名 直雇・ 常雇・ 適否 備考 居住地 適否 備考 賃 金 適否 備考

下請別 臨時別 制 度

(※2) (※3) (※4) (※5) (※6) (※7) (※8) (※9) (※10)

１ 大木 幹太 直接雇用 常雇 適 ○○市 適 月給 適

２ 山川 谷夫 直接雇用 常雇 適 ○○町 適 月給 適

３ 杉林 守 直接雇用 常雇 適 ○○市 適 月給 適

４ 坂道 登 直接雇用 常雇 適 ○○市 適 月給 適

５ 朝飯前太郎 直接雇用 常雇 適 ○○市 適 月給 適

６ 早起 三文 直接雇用 常雇 適 ○○市 適 月給 適

７ 上下 横男 直接雇用 常雇 適 ○○町 適 月給 適

８ 丸山 角三 直接雇用 常雇 適 ○○町 適 月給 適

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

合計 (A) ８ ８ 100% ８ 100% ８ 100%
※1 事業対象箇所に配置される全ての作業員(代表取締役等の経営者は除く)の雇用状況等を記載する。
※2 「直接雇用・下請別」欄には、雇用形態により直接雇用者又は下請企業等の雇用者の別を記載す
る。

※3 「常雇・臨時別」欄には、「直接雇用・下請別」欄において直接雇用者と記載した場合に限り「常
雇」又は「臨時」別に記載する。

※4 「適否」欄については、直接雇用者で、かつ常雇の場合に「適」と記載する。
※5 備考欄には、「適否」欄において、「適」と記載した作業員数を作業員合計数で除した割合（％）
を記載する。（単位以下四捨五入）

※6 居住地欄には、居住している市町村名を記載する。
※7 「適否」欄については、作業員のうち、発注森林管理署が所在する県内又は隣接する県内に居住

している者に「適」と記載する。
※8 賃金制度欄には、直接雇用で、常用雇用者について、賃金の支払方法により日給、日給月給又は

月給の別を記載する。

※9 「適否」欄には、月給制の場合のみ「適」と記載する。

※10 備考欄には、「適」とする作業員数を「直接雇用(臨時雇用者は除く)」の作業員数で除した割合

（％）を記載する。

※11 欄が不足する場合は、適宜欄を追加する。これにより本様式が複数枚に及んでも差し支えない。

［○／○］
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別記様式４の１（つづき）
（用紙Ａ４）

②伐採・造林に関する 伐採・造林に関する行動規範を自ら策定してい

行動規範の策定状況 るか、又は所属する業界団体等が作成した行動規 有 ・ 無

範等を取り入れているか

※策定した行動規範又は業界団体が作成した行動

規範等の写しを添付すること。

③労働福祉の状況 林業退職金共済機構、建設業退職金共済組合又

は中小企業退職金共済事業団との退職金共済契約 有 ・ 無

締結の事実 │

※作業員毎の退職金共済契約締結の確認できる資料

（作業員毎の退職金共済手帳の写し等）を添付する。

④働き方改革の取組状況 働き方改革が閣議決定された平成30年4月以降、
現場従事者の技術向上に向け、技術指導、研修会 有 ・ 無
・講習会の開催・参加、資格取得への支援等へ企
業としての取組の有無
※企業として取り組んだ内容を証明できる資料（領

収書等の写し等）を添付すること。
現場作業員の休暇日数確保の取組の有無
※就業の基本ルール(就業規則等)を添付すること。 有 ・ 無

⑤ワーク・ライフ・バ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の
ランス等の推進に関す 策定、えるぼし認定の有無 有 ・ 無
る取組状況 ※努力義務の企業（常時雇用する従業員が300人以下

の企業）を対象とする。

※認定通知書の写し、行動計画策定届けの写し等の

書類を添付すること。

次世代育成支援対策法に基づくプラチナくるみ
ん、くるみん認定の有無 有 ・ 無
※努力義務の企業（常時雇用する従業員が100人以下

の企業）を対象とする。

※認定通知書の写しを添付すること。

若者雇用促進法に基づくユースエール認定の有
無 有 ・ 無
※認定通知書の写しを添付すること。

⑥不誠実な行為の有無 国有林野事業における指名停止処分の有無
（入札公告日の前日から 有の場合の指名停止期間 有 ・ 無
過去２年間） 年 月 日～ 年 月 日
⑦労働災害の有無 休業４日以上の労働災害の有無
（入札公告日の前日から 有 ・ 無
過去２年間）
⑧労働安全対策への取組 安全コンサルタントによる安全診断又はリスクア
の有無 セスメントの取組の有無 有 ・ 無

※安全コンサルタントによる安全診断の結果又は
リスクアセスメント実施一覧表等の写しを添付す
ること。

⑨林業経営体登録の有無 「林業経営体に関する情報の登録・公表につい
て」(H24.2.28長官通知）に基づく林業経営体名 有 ・ 無
簿への登録の有無
※認定通知書等の写しを添付すること。

［○／○］
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別記様式４の２

（用紙Ａ４）

企業の地域貢献
会社名：

① 国土緑化協力の 分収育林、分収造林契約者の実績又は、国土緑化協
実績 力に対する農林水産省、農林水産省以外の国の機関又 有 ・ 無

は地方自治体の長の表彰（感謝状を含む。）実績の有
無

※分収育林契約書、分収造林契約書、表彰状、感謝状の写

し等、国土緑化協力の実績が確認できる書類を添付する。

② ボランティア活 ボランティア活動に対する農林水産省、農林水産省
動の実績（過去２ 以外の国の機関、地方自治体の長の表彰（感謝状を含 有 ・ 無
年間） む。）の実績の有無

※1 表彰状（感謝状）の写しを添付する。このほか、森林

管理署長等又は地方自治体が証明するボランティア活動

がある場合も「有」とし、ボランティア活動の証明書類

の写しを添付する。

※2 なお、地元地区の公民館や自治会主催の地域ボランテ

ィア活動は対象とならない。

③ シカ被害対策活 事業体が実施主体となり、国、地方公共団体等が実
動の実績 施するシカ被害対策活動に、ボランティアにより直接 有 ・ 無
（過去２年間） 協力した実績の有無

※1 森林管理署等国の機関、地方公共団体、又は猟友会
等の証明書類若しくは、事業体としての活動状況が
確認できる写真等を添付する。

※2 なお、地方公共団体及び、猟友会等への寄付、事業体

の従業員が事業体としての活動ではなく個人的に実施し

た活動などは対象とならない。

④ 森林経営管理法 森林経営管理法に基づき市町村から経営管理実施権
に基づく経営管理実 の設定の有無 有 ・ 無
施権の設定等 （森林経営管理法第36条第2項の要件に適合する者とし

て、都道府県から公表された者に限る）
※経営管理実施権配分計画の写しまたは公告の写しを
添付する。
当該都道府県の知事から森林経営管理法第３６条第

２項の要件に適合する者として認定の有無 有 ・ 無
※認定通知書の写し又は公表箇所の写しを添付する。
当該都道府県において「育成を図る林業経営体」（H

30.2.6林野庁長官通知）としての選定の有無 有 ・ 無
※県知事からの選定通知書又は「育成を図る林業経営
体」として県のホームページに公表されているページ
の写しを添付すること。

［○／○］
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別記様式５

（用紙Ａ４）

事業期間の設定

（事業名：○○国有林森林整備（保育間伐（活用型））請負事業）

会社名：(株)九州一林業

□ 標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、標準案に

基づき実施します。

□ 標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、入札参加

を希望しません。

□ 標記については、標準案に基づき実施します。

（※ 上記項目のいずれかにレ印を付けること。）

項 目 具体的な実施方法等

○○について １．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

２．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

３．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

注１ 提案内容は簡潔に記載し様式1枚以内に収めること。また、参考図書を添付する場合は、Ａ４

用紙で２枚程度とする。

２ 提案内容が複数枚に及ぶ場合又は、参考図書が５枚以上に及ぶ場合は、評価しない場合があ

る。

[○／○]
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別記様式７

（用紙Ａ４）

自然環境等への配慮（課題への対応）

（事業名：○○国有林森林整備（保育間伐（活用型））請負事業）

会社名：(株)九州一林業

□ 標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、標準案に

基づき実施します。

□ 標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、入札参加

を希望しません。

□ 標記については、標準案に基づき実施します。

（※ 上記項目のいずれかにレ印を付けること。）

◆ 実施上の課題 ○○○○について

項 目 具体的な対策方法

○○について １．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

２．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・。

注１ 提案内容は簡潔に記載し様式1枚以内に収めること。また、参考図書を添付する場合は、Ａ４

用紙で２枚程度とする。

２ 提案内容が複数枚に及ぶ場合又は、参考図書が５枚以上に及ぶ場合は、評価の対象としない

場合がある。

[○／○]
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別記様式８

（用紙Ａ４）

労働災害防止の取組

（事業名：○○国有林森林整備（保育間伐（活用型））請負事業）

会社名：(株)九州一林業

□ 標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、標準案に

基づき実施します。

□ 標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、入札参加

を希望しません。

□ 標記については、標準案に基づき実施します。

（※ 上記項目のいずれかにレ印を付けること。）

項 目 具体的な取組・工夫

○○の安全対策 １．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

２．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

３．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

４．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

注１ 提案内容は簡潔に記載し様式1枚以内に収めること。また、参考図書を添付する場合は、Ａ４

用紙で２枚程度とする。

２ 提案書が複数枚に及ぶ場合又は、参考図書が５枚以上に及ぶ場合は、評価の対象としない場

合がある。

[○／○]
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別記様式９

（用紙Ａ４）

一貫作業における効率化の工夫の取組(一貫作業の場合)

（事業名：○○国有林森林整備（保育間伐（活用型））請負事業）

会社名：(株)九州一林業

□ 標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、標準案に

基づき実施します。

□ 標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、入札参加

を希望しません。

□ 標記については、標準案に基づき実施します。

（※ 上記項目のいずれかにレ印を付けること。）

項 目 具体的な取組・工夫

造林経費の削減につ １．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

いて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

２．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

３．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

造林作業の省力・省 １．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

略化について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

２．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

３．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

注１ 提案内容は簡潔に記載し様式1枚以内に収めること。また、参考図書を添付する場合は、Ａ４

用紙で２枚程度とする。

２ 提案書が複数枚に及ぶ場合又は、参考図書が５枚以上に及ぶ場合は、評価の対象としない場

合がある。
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